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論 文 内 容 の 要 旨 
 
中国における高度経済成長や産業集積の発達などを背景に、多国籍電機メーカーは、中国への事業
展開を段階的かつ多面的に促進してきている。本論文は、多国籍電機メーカーの代表格である日系電
機メーカーを取り上げ、その事業展開のプロセスと立地行動を分析することを通じて、中国における
日系電機メーカーの進出戦略の変遷について検討を行うものである。 
本論文の分析ポイントとしては、①日系大手電機メーカーだけでなく、関連する素材、部品メーカ
ーも分析することで、日系電機メーカーの中国進出の全体像に迫っていく、②中国における日系電機
メーカーの事業活動が、動態的にどのように展開されてきたか、中国の立地環境にどのように適応し
てきたか、いわゆる動態的変化プロセスと地理的変化プロセスを明らかにする、③生産連鎖における
R&D、製造、販売機能を中心に、中国における日系電機メーカーの進出行動を分析することを通じて、
その進出戦略の特徴ならびに変化を的確に捉えていく。 
本論文は、6 章によって構成されている。 
1 章では、多国籍企業論、多国籍企業の経営戦略論、中国における日系企業の進出についての先行
研究を踏まえ、問題意識と検討課題について提起する。 
2 章では、電機産業および多国籍電機メーカーの動きを把握するために、ディッケンの生産連鎖と
ポーターの価値連鎖、製造アーキテクチャの側面から理論的検討を行う。さらに、日系電機メーカー
と対極にある台湾 IT 企業の中国への事業展開を紹介した上で、日系電機メーカーの中国進出を分析
するためのフレームワークを提示する。 
3 章では、日本企業の中国進出の歴史的な展開プロセスと特徴を踏まえ、大手電機メーカー9 社を
事例に、その中国進出の変遷を振り返る。特に、機能的役割を重点に、大手電機メーカー9 社の事業
活動の変遷や立地行動の特徴を詳しく検討する。また、製品別の展開状況について、カラーテレビと
半導体をケースにして分析する。 
4 章では、日系組立メーカーとの緊密な関係を保つ日系電子部品メーカー7 社を取り上げ、その中
国における事業展開と立地行動を日系大手電機メーカー9 社と比較しながら検討を行う。 
5 章では、液晶テレビ産業の発展状況と中国液晶テレビ市場の発展状況を紹介し、日本の液晶テレ
ビ産業の特徴と発展状況を分析した上で、素材メーカーと組立メーカーを中心に、中国における日系
液晶テレビ関連メーカーの事業展開と立地行動を検討する。 
6 章では、3 章から 5 章までで検討した日系大手電機メーカー、日系電子部品メーカー、日系液晶
テレビ関連メーカーの内容を整理し、中国における日系電機メーカーの事業活動と立地行動について
の全体像を、生産連鎖の視点からまとめ、その進出戦略の変化プロセスを探ってみる。 
 本論文は日系電機メーカーの立地行動と進出戦略について、ディッケンの「生産連鎖」を分析フレ
ームワークに、「擦り合わせ型」生産という日系電機メーカーの特殊性を考慮し、組立メーカーだけ
でなく、部品メーカー、素材、部材メーカーを含めて液晶テレビ関連メーカーの中国進出を不十分な
がら考察したことによって、中国における日系電機メーカーの進出の全体像の解明に一石を投じた。
今後の研究課題として、「擦り合わせ型」生産における組織間の調整、自動車メーカーや他の機械系
メーカーが、電子部品メーカー、素材メーカーの立地行動と進出戦略に与える影響、個別企業、個別
製品における立地行動と進出戦略についての具体的な検討が残されている。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
本論文は、産業立地論の観点から日系電機メーカーの中国への事業展開プロセスについて分析を行い、
特に中国の立地環境に適応しつつ日系電機メーカーの諸活動（Ｒ＆Ｄ、製造、販売機能）が中国諸地
域にどのように立地展開してきたのかを検討している。いいかえれば、日系多国籍企業の中国への進
出戦略の歴史的変遷と中国諸地域（特に環渤海地域、揚子江デルタ地域、華南地域）における産業集
積の発達との関連について、生産連鎖と立地行動をキーワードにして考察している。 
 1 章で問題意識と検討課題を述べており、2章で多国籍企業の立地行動に関する理論的な整理・検
討を行っている。3章～5章で日系電機メーカーの中国への立地行動の実態分析を行っているが、3
章では日系大手電機メーカー（大手組立メーカー）9社について、4章では日系電子部品メーカー7
社について、5章では液晶テレビに関連する日系企業（大手組立メーカー、部品メーカー、素材メー
カー）について、それぞれ実態分析を行っている。6章で研究全体のまとめを行っている。 
 本論文の意義としては、以下の３つが挙げられる。 
 第 1に、多国籍企業の中国への立地行動について、理論的検討および実態分析の両面から研究を行
い、独自の分析フレームワークにもとづいて日系電機メーカーの中国諸地域への立地展開の特徴を明
らかにしたことが評価できる。 
 第 2に、理論的検討に関して、マイケル・ポーターの価値連鎖とピーター・ディッケンの生産連鎖
との比較検討などを通じて、多国籍企業の事業活動における配置と調整の問題（特に企業間ネットワ
ークの役割）についての考察を行った点が評価できる。 
 第 3に、実態分析に関して、日系の大手組立メーカーだけでなく、生産連鎖を担う部品メーカーや
素材メーカーの立地行動を分析することにより、日系電機メーカーの中国諸地域への立地展開の全体
像を把握しようと試みた点が評価できる。 
 ただし、本論文には問題点もある。理論的検討や実態分析において不十分な面があり、また参考文
献の表記等に不十分な箇所がみられる。 
 以上のような問題点は存在するものの、本論文の意義を損なうものではない。よって、審査委員会
は、本論文が博士（商学）の学位を授与するに値すると判断した。 
 
 
 
 
 
 
